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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　処理チャンバと、前記処理チャンバへの処理用のガスの導入手段および排気手段と、前
記処理チャンバ内に設けられ被処理物を載置する電極と、前記処理チャンバ内へ導入した
処理用ガスのプラズマを発生させるための高周波電源と、前記高周波電源に接続され前記
処理チャンバの外側に設けられたループあるいは、らせん形の誘導コイルを備えたプラズ
マ処理装置において、
　前記処理チャンバは導電性材料によって作られ、かつ前記ループあるいは、らせん形の
誘導コイルを横切るように複数のスリットが設けられ、前記スリットに合った形状の絶縁
材料からなる絶縁体窓を前記スリットに取り付けたことを特徴とするプラズマ処理装置。
【請求項２】
　請求項１記載のプラズマ処理装置において、前記処理チャンバが接地電位と絶縁され、
かつ、前記高周波電源と独立して制御できる別の高周波電源と接続されたことを特徴とす
るプラズマ処理装置。
【請求項３】
　請求項１記載のプラズマ処理装置において、前記処理チャンバが接地電位と絶縁され、
かつ、直流電力供給手段と接続されたことを特徴とするプラズマ処理装置。
【請求項４】
　請求項１記載のプラズマ処理装置において、前記処理チャンバが接地電位と絶縁され、
かつ前記ループあるいは、らせん形の誘導コイルと接続された前記高周波電源から分岐回
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路によって分岐された高周波電力を供給することを特徴とするプラズマ処理装置。
【請求項５】
　請求項１記載のプラズマ処理装置において、前記処理チャンバが、アルミニウム、ステ
ンレス、シリコンまたはカーボンのいずれかであることを特徴とするプラズマ処理装置。
【請求項６】
　請求項１記載のプラズマ処理装置において、前記処理チャンバの外側に温度調節手段を
設けたことを特徴とするプラズマ処理装置。
【請求項７】
　処理チャンバと、前記処理チャンバへの処理用のガスの導入手段および排気手段と、前
記処理チャンバ内に設けられ被処理物を載置する電極と、前記処理チャンバ内へ導入した
処理用ガスのプラズマを発生させるための高周波電源と、前記高周波電源に接続され前記
処理チャンバの外側に設けられたループあるいは、らせん形の誘導コイルを備え、前記処
理チャンバは導電性材料によって作られ、かつ前記ループあるいは、らせん形の誘導コイ
ルを横切るように複数のスリットが設けられ、前記スリットに合った形状の絶縁材料から
なる絶縁体窓を前記スリットに取り付けたプラズマ処理装置を用い、前記被処理物のプラ
ズマ処理を行うことを特徴とするプラズマ処理方法。
【請求項８】
　請求項７記載のプラズマ処理方法において、前記処理チャンバを接地電位と絶縁し、か
つ、前記高周波電源と独立して制御できる別の高周波電源または直流電力供給手段とを接
続し、前記処理チャンバに直流あるいは交流電圧を生じた状態で前記被処理物のプラズマ
処理を行うことを特徴とするプラズマ処理方法。
【請求項９】
　請求項７記載のプラズマ処理方法において、前記処理チャンバの外側に設けた温度調節
手段によって前記処理チャンバの温度を制御することを特徴とするプラズマ処理方法。
【発明の詳細な説明】
【０００１】
【発明の属する技術分野】
本発明はプラズマ処理装置及びプラズマ処理方法に係り、特に、半導体や液晶ディスプレ
ー用基板等の製造におけるエッチング，アッシング，成膜等のプラズマ処理に好適なプラ
ズマ処理装置及びプラズマ処理方法に関するものである。
【０００２】
【従来の技術】
半導体素子の高集積化、半導体ウエハの大口径化や液晶ディスプレーの大面積化に伴い、
これらの処理装置に求められる要求は、ますます厳しくなっている。プラズマエッチング
装置、プラズマＣＶＤ装置、プラズマアッシング装置といったプラズマ処理装置において
も、その状況は同じであり、スループット向上のための高プラズマ密度化、被処理物の大
面積化への対応、クリーン化等が、重要課題となっている。
現在、これらの装置に用いられるプラズマ源としては、高周波容量結合型プラズマ源，マ
イクロ波ＥＣＲプラズマ源，高周波誘導結合型プラズマ源等のプラズマ源が、その特徴を
生かして様々な処理プロセスごとに使い分けられている。以上述べた３つのプラズマ源を
備えるプラズマ処理装置のうち、近年、急速に使われはじめたのが、高周波誘導結合型プ
ラズマ処理装置である。誘導結合型プラズマ処理装置は、例えば、特開平２－２３５３３
２号公報に示されるような装置であり、チャンバの一部である石英などの絶縁材を介して
処理チャンバの外に配置された、一般的には、ループ、コイル、あるいは、らせんといっ
た形状をした高周波誘導コイルに、数１００ｋＨｚから数１００ＭＨｚの高周波電力を給
電し、コイルによって形成される誘導磁場によって、処理チャンバ内に導入されたプロセ
スガスにエネルギを供給し、プラズマを発生・維持する方式のプラズマ装置である。また
、コイルをチャンバ内に設けた構造の高周波誘導結合型プラズマ処理装置もあり、例えば
、特開平７－１０６０９５号公報に開示されたプラズマ処理装置では、高周波誘導コイル
であるらせん型のコイルを、チャンバ内の、被処理物である半導体ウエハに対向する位置
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に設置している。これらのプラズマ処理装置は、プラズマ中に誘導電流が生じ、電気回路
的には、プラズマと高周波コイルが誘導結合している（誘導コイルを一次コイル、プラズ
マ中の電流を２次コイルとみなしたトランス回路）ため、誘導結合型プラズマ処理装置と
呼ばれる。誘導結合型プラズマ処理装置の利点は、(1)単純なコイルと高周波電源という
簡単で安価な構成で、数ｍＴｏｒｒの低圧下で、１Ｅ１１～１Ｅ１２（ｃｍ-3）という比
較的高密度のプラズマを発生できること、(2)処理チャンバ内部がシンプルであるがゆえ
に、処理中に被処理物上に飛来する異物を少なくできる可能性があること等が挙げられる
。これらの装置では、低圧下で、高密度のプラズマを発生することによって、イオンの平
均自由行程が大きく、被処理物に入射するイオンの方向性がよいので、微細加工に適して
おり、かつ高い処理速度が得られている。
【０００３】
【発明が解決しようとする課題】
しかしながら、主な被処理物である半導体ウエハは、どんどん大口径化する傾向にあり、
したがって、誘導コイルの近傍にある石英などの絶縁材チャンバも大型のものが必要とな
っている。石英，セラミック等の大型部品は極めて値段が高く、また、実際のプラズマ処
理装置においては、これらのチャンバは消耗品なのでコスト的に問題である。また、この
絶縁材は、大気圧に耐えるような十分な強度が必要であり、大きさに応じて厚くする必要
があり、その結果、誘導コイルとプラズマとの結合が弱まり、プラズマの生成功率が低下
する恐れがある。
【０００４】
また、もうひとつの問題は、エッチングプロセスにおいては、プラズマを生成する反応室
の壁の状態が、プラズマ中のガスや解離種の組成に強い影響を与えることである。したが
って、従来から、反応室の壁の温度調節を行い、内壁の化学反応を制御することが行われ
てきた。しかしながら、一般的な絶縁材料、特に石英は熱伝導率が低く、チャンバ全体を
均一な温度に保つのがきわめて困難である。さらに、チャンバ内壁での表面反応には、壁
の温度のみならず、壁に入ってくるイオンのフラックスが強い影響を与える。したがって
、壁での表面反応を完全にコントロールするためには、このイオンの入射量とエネルギを
制御する必要があるが、従来の絶縁材のチャンバの内表面の電位は、プラズマによる電子
とイオンの量のバランスによって決定され、プラズマ次第であるのでイオンのエネルギを
制御する手段を持たない。
【０００５】
本発明の目的は、前述したような従来技術の問題点、すなわち、大型の絶縁材を使用する
上でのコストとプラズマ生成効率の問題、また内壁の温度と表面反応の制御の問題を解決
し、コストが低く、より安定したプラズマ処理を実現することのできるプラズマ処理装置
及びプラズマ処理方法を提供することにある。
【０００６】
【課題を解決するための手段】
上記目的は、処理チャンバ自体をアルミニウム，ステンレス，シリコン，カーボン等の導
電性材料によって製造し、誘導コイルを横切るように小窓あるいはスリットを設け、この
部分はＯリング等を介して、石英やアルミナセラミック等の絶縁材によってシールする。
このような構成にすることによって、絶縁材の面積を最小限にすることができ、その結果
、絶縁材の厚みも小さくすることができる。また、チャンバ全体が導電性材料で形成され
ることにより、一般にこれらの材料は熱伝導率が高いので、ヒータ等によってチャンバの
温度調節を容易に行うことができる。また、チャンバ全体が導電性なので、チャンバを接
地電位から絶縁し、このチャンバに高周波あるいは直流的な電圧を印加することによって
、プラズマ中のイオンのチャンバ表面への入射エネルギを制御し、チャンバ温度以外の手
段によって、チャンバ内壁での表面反応を制御することができる。
【０００７】
【発明の実施の形態】
本発明は、半導体デバイスの製造の分野に限定されるものではなく、液晶ディスプレイの
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製造や各種材料の成膜，表面処理に適用が可能であるが、ここでは、半導体デバイス製造
用のプラズマエッチング装置を例にとって、実施例を説明する。
【０００８】
図１は、本発明の一実施例を示す断面図である。図中のベースチャンバ３は、アルミニウ
ムあるいはステンレス製の真空容器である。ベースチャンバ３は、排気手段４、および、
被処理物である半導体ウエハ１を搬入出するための搬送システム１１を備える。ベースチ
ャンバ３の上には、プラズマを生成し、被処理物を処理するための処理チャンバ５が載置
される。処理チャンバは、たとえばアルミニウム製であり、チャンバ中には、半導体ウエ
ハ１を載置するための電極２が設置される。電極２には、プラズマ処理中に半導体ウエハ
１に入射するイオンのエネルギを制御する目的で、数百ＫＨｚから数十ＭＨｚの周波数の
バイアス用高周波電源１２が接続される。
【０００９】
　一方、処理チャンバ５の上部には、ループあるいは、らせん形の誘導コイル７が設置さ
れる。図２は、処理チャンバ５を上部から見た図であり、処理チャンバ５には、誘導コイ
ル７を横切るように、放射状に細長いスリット１５が設けられる。スリット１５には、図
３に示すようにシール用のＯリング溝及びＯリング１６が設けられており、スリット１５
に合った形状の石英あるいはアルミナセラミック等の絶縁材料の絶縁体窓８が各スリット
に取り付けられる。コイルを横切るようにスリット１５を設けるのは、チャンバ自体が導
電体なので、そうしないと、プラズマではなく、チャンバ自体に誘導電流が流れてしまう
ためである。図１に示したような構成では、チャンバを接地電位にすると、チャンバ自体
がファラデーシールドとして機能する。誘導結合プラズマでは、コイルに流れる電流によ
って生成する誘導磁場を妨げる方向に生成するプラズマ中の電場によって電子が加速され
るが、プラズマ中の電子は、同時にコイルによってできる電場によっても直接加速される
（容量結合）。ファラデーシールドは、コイルとプラズマとの間に接地電位の導体を挿入
することにより、このコイルとプラズマとの容量結合を防ぐ働きがある。一般に強い容量
結合が生じると、エッチングガスの化学的な性質とあいまって、絶縁材の削れを引き起こ
す。本発明の構成では、処理チャンバ５がファラデーシールドとしても機能するので、絶
縁材の削れを押さえることができる。また、チャンバ全体は、加熱手段あるいは冷却手段
からなる温度調節手段によって温度調節されるが、アルミニウムの熱伝導率は、石英など
に比べてはるかに高いため、チャンバの内表面を正確な温度に温度調節できる。
【００１０】
一般にプラズマエッチングにおいては、Ｃｌ、ＢＣｌ3、ＨＢｒ、ＣｘＦｙ等、きわめて
腐食性の高いガスを用いるため、チャンバ材の金属が腐食され、その結果、被処理物の半
導体が金属汚染されることがある。そのため、図１の実施例では、チャンバの材料をアル
ミニウムとしたが、カーボン、シリコン等を用いた方が好ましい場合もある。また、シリ
コンの大型チャンバは作るのが困難であるので、図４に示すように、チャンバ自体は、ア
ルミニウムなどで作り、いくつかのピースのシリコンのカバー１３をチャンバの内表面に
設置してもよい。この際、望ましくは、各カバーとチャンバの間に低圧（１０Ｔｏｒｒ程
度）のＨｅガスをパージする構造にし、これらのカバーとチャンバの間の熱伝導を促進し
た方がよい。
【００１１】
また、図５，図６に示すように、チャンバ全体を絶縁リングによって接地電位から電気的
に浮いた状態にしておき、チャンバに高周波または直流電力の印加手段を接続する構造と
し、チャンバの内表面に入射するイオンエネルギを制御することができる。チャンバへの
電力供給は、図５のように誘導コイルに接続される電源から分岐しても、あるいは、図６
に示すように別の電源を用いてもよい。このような構造によって、チャンバのほぼ全面に
均一なバイアス電圧を生じ、チャンバ内表面に入射するイオンを制御することにより、チ
ャンバの表面反応を制御することができる。
【００１２】
一般に、エッチング中のチャンバ内の解離種の割合は、プラズマ生成時の解離の割合のみ
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ならず、チャンバの表面反応にも強く影響されている。したがって、チャンバの表面反応
を制御することにより、より安定したエッチングが可能となる。また、エッチングによっ
て発生した反応生成物は、チャンバ表面に付着するが、Ｏ2やＳＦ6、Ｃｌ2といったガス
によって、プラズマクリーニングを行う際に、チャンバの電圧を高く設定することによっ
て、入射するイオンのエネルギが増大し、チャンバ付着物を効率よく取り除くことができ
る。
【００１３】
図７は誘導コイルが、チャンバ側面に設置される場合、図８はチャンバがテーパ型の場合
の実施例であり、図４に示す実施例と全く同様に本発明が適用可能である。また、これら
の実施例では、図５または図６のようにチャンバ全体を絶縁リングによって接地電位から
電気的に浮いた状態にしする。そしてこの場合は処理チャンバ５の外側に温度調節手段９
を設け、処理チャンバ５の温度を制御している。本実施例では処理チャンバが導電性で熱
の伝導率も良いので、温度管理も容易であり、処理チャンバ内壁への反応生成物の付着を
防止するのに有効である。また、図５および図６のようにチャンバに高周波または直流電
力の印加手段を接続し、チャンバの内表面に入射するイオンエネルギを制御する構成を併
用しても良い。
【００１４】
以上、これら本実施例のこのような構成にすることによって、絶縁材の面積を最小限にす
ることができ、その結果、絶縁材の厚みも小さくすることができる。また、チャンバ全体
が導電性材料で形成されることにより、一般にこれらの材料は熱伝導率が高いので、ヒー
タ等によってチャンバの温度調節を容易に行うことができる。また、チャンバ全体が導電
性なので、チャンバを接地電位から絶縁し、このチャンバに高周波、あるいは直流的な電
圧を印加することによって、プラズマ中のイオンのチャンバ表面への入射エネルギを制御
し、チャンバ温度以外の手段によって、チャンバ内壁での表面反応を制御することができ
る。これにより、プラズマの生成効率が向上するとともに、絶縁材部品が小型化され安く
なるので、装置のコスト、ランニングコストが低減される。また、高精度にチャンバの表
面反応が制御できることにより、プラズマ処理性能が向上し、微細なエッチング加工や、
高品質な成膜加工、表面処理等が可能となる。
【００１５】
なお、本発明の実施の形態を半導体デバイス製造用のプラズマエッチング装置を例にとっ
て示したが、本発明は、プラズマエッチング装置に限定されることなく、プラズマＣＶＤ
装置、プラズマアッシング装置、プラズマスパッタ装置などに適用が可能であり、半導体
デバイスの処理のみならず、特に大型の被処理物である液晶ディスプレイ基板の処理や、
その他、表面処理全般に適用が可能である。また、これらの実施例は被処理物のプラズマ
処理時だけでなく、処理チャンバのプラズマクリーニング時にも有効である。
【００１６】
【発明の効果】
以上、本発明のプラズマ処理装置によれば、プラズマの生成効率が向上するとともに、絶
縁材部品が小型化され安くなるので、装置のコスト，ランニングコストが低減される。ま
た、高精度にチャンバの表面反応が制御できることにより、プラズマ処理性能が向上し、
微細なエッチング加工や高品質な成膜加工，表面処理等が可能となる。
【図面の簡単な説明】
【図１】本発明のプラズマ処理装置の一実施例を示す縦断面図である。
【図２】図１の装置の処理チャンバ上部の構造を示す図である。
【図３】図２のスリット付近を拡大した断面図である。
【図４】本発明のプラズマ処理装置の第２の実施例を示す縦断面図である。
【図５】本発明のプラズマ処理装置の第３の実施例を示す縦断面図である。
【図６】本発明のプラズマ処理装置の第４の実施例を示す縦断面図である。
【図７】本発明のプラズマ処理装置の第５の実施例を示す縦断面図である。
【図８】本発明のプラズマ処理装置の第６の実施例を示す縦断面図である。



(6) JP 4193255 B2 2008.12.10

【符号の説明】
１…半導体ウエハ、２…電極、３…ベース、４…排気手段、５…処理チャンバ、６…高周
波電源、７…誘導コイル、８…絶縁体窓、９…温度調節手段、１０…プロセスガス導入部
、１１…搬送システム、１２…バイアス用高周波電源。１３…カバー、１５…スリット、
１６…Ｏリング、２０…絶縁材リング。

【図１】 【図２】



(7) JP 4193255 B2 2008.12.10

【図３】

【図４】

【図５】

【図６】 【図７】

【図８】
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